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1は じ め に
経営学 の領域 において,今 日い わゆ る 「伝 統的管理 論」 ない し 「古典的管理論」 と呼ば れている
ものの起源は,一 般 にF・W・ テ イラー(FrederickWinsloWTaylor)の科学的管理 法 に求 め られ
てい る。 すなわ ちテイラーは,「科 学的管理法の父」 といわれ,ア メ リカ経営学 の始祖 ともみな さ
れてい るので ある。確 かに,ア メ リカ経営学 の生 成史 に関 しては,テ イラーを抜 きに して語 るこ と
はで きない し,ま た,経 営管理 論の生成期 において,テ イ ラーが与 えた理論 的お よび実践 的な影 響
ロコ
が きわめて大 き くかつ重要 であ った こ とは否定 す ることがで きないであろ う。 その ため,テ イラー
に関 す る研 究が,今 日に至 って もさかんに行 なわれてい るのであ る。 つ まり,「テ イラー ・システ
ム」 ない し 「テイラーリズム」 につい ての考 察が,こ れ まで枚挙 に暇が ない ほ どな されて きてい る。
その考察は,概 して経営学的 なアプ ローチに よる ものであ る。
しか し,会 計学の領域 におい ては,テ イラーの会計実 践 に関 してあ まり知 られ てい るとはいえな
ゆ
いであろ う。 その理由の一 つ としては,テ イラーが会計 に関 す る研 究 をあえて著書 や論文 の形 で公
表 しなか った ことが考 えられ る。 ところで,会 計学の領域 でテイラーが言及 され るのは,概 して,
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標準原価計算 の起 源 との関連 におい てである。な ぜなら,テ イラーの科学的管理法 におけ る課業 管
理 思考は,時 間研究 な らびに動作研 究に もとつ く標 準 と実績 との比較 を行 な うことに よって,そ こ
に生 じた差異 の例外管理 を実施 しよ うとす る もの であ るが,彼 の標準 ・実績比較 に よる課業管 理思
考 が,標 準原価計算 の本質 ない し基本的 な考 え方 である とみ な しうるか らであ る。 ここで標準原価
計算 の木質 を示 すたあに,標 準原価 計算の もっとも重要 な目的 であ るところの原価管理'とめ 関連 に
おいてその趨 づけを行なうならば そ鱒 つぎ倣 うになる鮪 ろう・すなわち騨 原価計算と
は,す べ ての原価要 素 につい て,そ の価格 お よび消費量 を科学的 ・統 計的 な調査 に もとづいてあ ら
か じめ設定 した標準原価 と実際原価 との差異 を分析 して,原 価管理 に役 立て られ る制度 であ る とい
、え よう。 この標準原価 計算 の定 義に示 された一連の プロセスが,科 学的管理法 におけ る課業 管理の
一連 のプ ロセ ズに よ:く似 てい るばか りでは な く,標 準原価計算 と科学 的管理法 との双方 の標準概念
σ～内容 が,当 初 は一 致 してい たことか らして も,両 著 の関連性 は きわめて大 きいのであ る。つ まり,
第一次世界大戦頃 までの標準原価 計算の標 準概念 の内容 は,「達成 目標 としての標準」 であ り,し
か もその 「達成 目標」 は,理 想的操業度 の もとでの最低原価へ の原価 引下げであ った。一・方,テ イ
ラーの科学的管理 法に おける標準,す なわ ち 「課業」 もまた,「達成 目標 としての標準」 であ り,
くの
その 「達成 目標」 は,労 働 者の最高能 率 を意味 していたの であ る・。'土プスタイ ン・(MarcJayEP-
stein)も「標準原価計算 は,科 学 的管理法の論理的 な帰結であ る。科学的管理法 を効果的 に機能 さ
ゆ
せ るためには,標 準原価 が不可欠 な ものであ った。」 と述べ てい る ように,標 準原価計算 とテ イう
くの
一の提 唱 した科 学的管理法 との結 びつ きは,密 接 不可 分な関係 にあ ったのであ る。
しか しなが ら,テ イラーは通常,標 準原価計算 の提唱者 とはみな されていない。 その理 由は,テ
イラー 自身が公表 した著書 や論文 には,ど こに も標 準原価計算 に ついての論述が な されて いない か
くの
らであ る。『つ まり,標 準原価計算 の文献史研究 におい ては,テ イラ・一は現 われ て こないので ある。
換言 すれば,テ イラーは 自らゴ改 善 が実践 のなかで行 なわれるべ きであ ることを強調 してい たので
(8)
あ る。
テ イ ラー の会 計 シ ス テ ムに 関 す る研 究 に は,・こ れ まで に,た と えばM.J。 エ プ ス タィ ンが 第 一 次
資 料,す な わ ち ス テ,k・一:ブン ス工 科 大 学 のF.W.テ イ ラー ・コ レク シ ョンの 未 刊 の マ ニ ュス ク リプ
くの
ト類 に も とつ く実 証 研 究 の 方 法 に よ って,六 社 の事 例 に つ い て検 討 した もの が あ る。 また,田 中 隆
雄 教 授 に よ って,ジ ョン ソ ン社(TheJohnsonCompany)にお け る.テイラ ー の 会計 シ ステ ムが 同
ロゆ
,様の方法 に も とづいて考察 され た ものがあ る。 これ らの研究 は,い ずれ も非常 にす ぐれた研究 であ
り,今 までほ とん ど明 らか に される ことがなか ったテ イラーの会計 ジステムに関 して,そ の内容 が
かな りの部分 について解明 された とい えるであろ う。
本稿 の 目的は,上 述 の諸研究 をふ まえた うえで,テ イラーの原価計算 システムについて,と りわ
け その間接 費の配賦法 を中心 として考察 を行 な うとと・もに,そ こでの問題点 の検討 を行 な うこ とで
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あ る。 本 稿 に お け る間接 費 の 配 賦 法 につ い て は,宝 と して ア トキ ン ス(PaulM.Atkins)の論 文
に依拠 しなが ら論述 を行 な うこ とにす る。
注(1)稲 村毅稿 「アメリカ経営管理 論の生成」『経営研究』第28巻第4号,昭 和52年11刀,35頁。
ω テイ ラーの会計 実践 についての認識 は,わ が 国では,た とえば昭和 の初期に示 され た長谷川安兵衛教授
に鱒 つぎのゆ 観 解が冷 日に至 ・て越 醐 で酔 とい結 う・・すな わち・∫テーラー氏は科学的
管理 法 の鼻 祖 と去 ほ れ る もの ＼,原 価 会 計 に は殆 ん ど特 筆 に値 す る程 の貢 献 をな さな か った」 と』(長 谷
川 安兵 衛 稿 「科 学 的 管 理 法 と標 準原 価 」r会 計 』 第27巻 第6号,昭 和5年12月,4頁 。)しか し一方 で は,
テ イ ラー と会 計 との 関原 を指 摘 しで レ}る者 もい た ・ す な わ ち・ 「テー ラー は ・ 経 費 の玲 析 方 法 ・・及 間 接 費
配 賦方 法,更 に進 ん で は各 月 の 損益 計 算 表 の作 成 を行 ふ に至 った 」 と.(坂 本 重 陽糀 ・「テー ラー と会 計 学 」
『会 計 』第28巻 第4号,昭 和6年4月,48頁6一)
(3)岡本 清著r米 国 標準 原 価 計 算 発 達 史 』白桃 書 房,昭 和44年,14頁 。




(6)ホー ル バ ウ ァー(RosalieC.Hallbauer)は,科学 的 管理 法 と標 準 原 価 計 算 との直 接 的 な 関連 を否 定 し
て つ ぎの よ うに述 べ てい る。「科学 的 管理 法 と標 準 原 価 計 算 との直 接 的 な 関 連 は,明 らか で はな い 。科 学 的
管 理法 に関 す る文 献 は,信 頼 で き る原 価 デ ー タ と会 計 記 録,お よび達 成 す べ き能 率 が 確 保 され る ため に 役
立 つ報 告書 め 必要 性 につ い て言 及 して い るが,そ こで のr標 準 原価 』 の概 念 につ いて は,明 白で はな い 。」
(Rosalie().'Hallbauer,'``StandardCostingandScientificManagement,"The.AccountingHis-
torianS∫oecrnal,Vol.5,No。2,Fall,1978,P.46.)そして ホー ル バ ウ ァー は,標 準 原 価 計 算 が イギ リス
お よび ア メ リカの見 積 原 価計 算 か ら発 展 した もの で あ る と主 張 して い る。(lbid.,PP・37-49・)しか しな
が ら,た とえば ソー ウ ェル(EllisMastSowell)は,標準 原 価 計 算 の起 源 を科 学 的管 理 法 と見 積 原価 計
算 との 双 方 に求 め て い る。(EllisMastSowell,TheEvolutionOfthe.TheoriesandTeehniquesof
Stand・・dC・st・,Th・U・i…sity・fAl・b・m・P・ess,1973,PPr4一・"・)標鞭 価 計 算 の趣 啄1の問 題 に 関
しては,こ の ソー ウ ェル の見 解 が わが 国 で も一 般 的 であ る。(た とえ ば,松 本 雅 男 著 『標準 原価 計 算 論 一 一
そ の木 質 と発rk一一一』 国 元 書房,昭 和36年,21頁 。 岡 本 清 著,前 掲書,38頁 。)
(7)エ プ ス タ イ ンは,史 的 考 察 を行 な う場合,文 献 研 究 お よび実 証 研 究 の双 方 か らの アプ ロー チが 必 要 で あ.'
る こ とを指 摘 してい る。(MarcJayEpstein,op.c・it.,pp.27一一29 )
(8)PaulM.Atkins,`ITheTaylorMethodofExpenseandBurdenDistribution,"Industrialルfanage-
212ent,VoLLXVI,No.4,0ctober,1923,p.217.
(9)MarcJayEpstein,oP.cit.,pp.125一一15 .なお,エ プ ス タ イ ンが 実 証 研 究 を行 な った 六 社 の事 例 とは
つ ぎに示 す とお りで あ る。(1)ミ ラ ドペー ル ・ス テ ィール 社(TheMidvaleSteelCo由pany),(2)マニ ュ
フ ァクチ ュア リング ・イ ンベ ス トメン ト社(TheManufacturingInvesもmentCompany),(3)ベス レヘ ム
・ステ ィール 社(TheBethlehemSteelCompa玲y)・(4)イー スタ ン ・マ ニ ュ フ ァク チ 弓ア りン グ社:1(The
EasternManufacturingCompany),(5)リン ク ・ペ ル ト社(TheLink-BeltCompany),(6)H.H.
フ ラ ン ク リン社(TheH.H.FranklinCompany)。
⑩ 田 中隆:雄著 『管 理 会 計発 達 史一 ア メ リカ巨 大 製 造 会 社 に お け る管 理 会 計 の成 立 一 』 森 山書 店,昭 和
57年,37-68頁o
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∬F・W・ テイ ラーの原価計算 システムにおける費用の分類
lP.M.ナ トキ・ン スは,雑 誌 『工 業 経 営 』(動4〃s'吻ZManagement)に1923年10月に発 表 した
「テ イ ラ㌘ の 間 接 費 配 賦 法」(TheTaylorMethodofExpenseandBurdenDistribution)なる
論 文 の な か で,テ イ ラ ー の間 接 費 配 賦 法 に つい て紹 介 な らび に検 討 を行 な って い る。 わ れ わ れ は,
主 と㌻ 下 このア トキンス彦)論文 に もとづい てテイ ラーの原価 計算 システ券を考察 す ることに しよう。
テイラーは,最 初 に,図1に 示 されてい る ような記号 に よる費用⑱分類 を行 な ってい る。 そ こで
は,行 なわれ た仕 事 が どの ような性格 を有 してい るかに よって,費 用が分類 され る。 この図におい
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ては,二 つの問 いに よつて,費 用の適 切な配分 のための決定 が行 なわれ る。 この図は,い わゆ るフ
ローチ ャーー トの形式 を用いてい る5第 一の問いは,行 なわれた仕 事が販売 され る製 品の価値 を高 め
るか否 かに よって分類 され る。 もし,答 えが 「イエ ス」であ るな らば,そ の仕事 の費用は,記 号 の
Eか らRま で,お よびTか らWま での仕掛品 と製 品,な らびにSの 材 料在 庫分 に配分 され る。
すなわ ち,製 造指図書 に賦課 ない し配賦 される。 もし,答 えが 「ノー」 であるな らばジ第 二の問 い
に移 る ことにな る。第二の問 いは,行 なわ れた仕事が固定的な設備 の価 値 を高め るか否 かに よ って
分類 される。 もし,答 えが 「イエ ス」 であるな らば,そ の仕事の費用 は,.Xか らZま での ・「建物
.機械装置」(Construction)およ参 「工具 ・器具 ・備 畠」(PartConstruction)に配分 され る・
もし,答 えが 「ノー」 であるな らば,そ の仕事 の費用は,Aか らDま での補 助部門費・一般管理
費,販 売 費,製 造 部門費のいずれかにな る。 この場合 の製造部門 費は,Aか らDま でが間接費 と
して位置づ けられてい る ところが ら,製 造間撞 費であ ることはい う まで もない。 こ こ で,訳 号 の
Aか ちDま では,A卵 咽li・・yEXp・n・e・BがB・ ・inessE・p・h・es・CがC・mni・・ci・l
Expenses,Dが1)epartmentalManufacturingExpensesとい う よ うに,記 憶 に便 利 な よ うに配
列 され て い る こ とが わ か る。 ア トキ ン スに よれ ば,以 上 の よ うな費 用 の分 類 は,ボ ー ダ ー ラ イ ン上
の
の ケ ー ス に お い て,分 類 が 困.雑な 場 合 が現 実 の 実 務 の な か で生 じる とい う。
テ イ ラー は,つ ぎ に,表1に 示 さ れて い る よ うな補 助 部 門 を例 と して,そ の記 号 に よる分 類 を行
な って い る。 その記 号 は,た と えばABがBuyingorPurchasingDepartmeht,AFがFinished
StQckandShipPingDepartmentとい う よ うに,以 下 の もの も同 様 に配 列 され て い る・記 号 の 最
初 のAは,こ こ で1舗 聯 門 のAuxilia・yD・pa「tm・nts臆味 して い る・ す な わ ち・ か か る テ
イラーの 「記憶式記 号法」は,す べて この よ うにアルフ ァベ ッ.トの記号 と当該項 目の頭文字 とが一
ゆ
致 す るように,つ まり記憶 に便 利な ように工夫 されてい るのであ る。 さて,表1に おい ては,た い
てい哩 造業においてみられる融 部門が購 買欄 以下の呑つρ部FUに例示さ奴 いる・しかし・ ・"
テイラーは通常,計 画部門 の仕事 の一部 として時間研究の実施 と生産 標準の設定 とを含 めていたの
ゆ
で,生 産標準 部門 は,こ の表1の りス トにはの らなか ったのであ る。
テイ ラーは,つ づいて,一 般管 理部門 として会計,支 払請求,経 営執行,速 記,注 文,総 務な ど
の部門 をあげ てい る。い うまで も悲 く,こ れ らの部門は,経 営の生産 お よび販売 の両 サイ ドを援 助
し指揮 す る仕事 を任務 としてい る。次章 で考察 する間接費の部門別配賦 において,テ イラーは,こ
れらの部門 のすべ ての畳用 を固定的 な設備 お よび生産物 に配黙 してい る。 この点は,今 日の期 間損
益計算 において,一 般管理 費 を製品 な どに配賦 しない で期間原価 として処理す る方法 とは異な って
いる。 それは ともか くとして,テ イラーは,経 営管理 のために費用勘定 を経営者 の統制下 におかな
ければな らない ことを強 く認識 していたのであ る。 この;と は,テ イラーの会計 システムの基本 的
ゆ
な 目的が,「企業 の経営管 理者 に とって有 用な財 務情報 を提供 す ることであ った。」 といわれてい る
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表1補 助部門の記号による分類'.表2補 助部門費の記号による分類
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-AM保 全 部 門' 「tt]t'『
AN
A'P計 画 部 門
AR
AS解 および受入部門 ・、.





















'AMN .不 働 費
AMP








(注)朋 らか に誤 擶 あ る と思 わ れ る,、 晰,P。u1MA,ki。 、,。p.,it.,「P:22。.
ところは・訂正 してある・(注)明 らか に
,誤 植であ ると思われる
ところは,訂 正 してあ る。
とご ろ か ら も明 らか で あ る。・
つ ぎ に,テ'イ ラー は,表2に 示 され てい る よ うな補 助 部 門 費 の記 号 に よ る分 類 を,裸 金 部 門 を例
Vt't・棚 らか に しO・ る。 この表V・li6…て も,た とえ}ま=AMβがB・ildi・gM・i・t・n・nce,AMD
がPepreciationどい う ように記 号1こ'よっ て分類 され て い る6記 号 の最 初 のAは,Auxiiiary
D・p・tmb・tS臆 味 し1耀 のM∫ はM・inten・nce・Depa・tin・・t・臆 味 して い る・ アmス
'によれば1こ の 「記憶式記 号法」の利点 は
,記 憶 に役 立つば か りではな く,利 用の応 用範 囲が広 い
とい うことである。 最初 の分類 で,数 字 の場合の9デ ィジ ッ トに対 して22'の文字 が利用で ぎる。
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ここで,ア ル フ ァベ ッ トの1,0,Q,Uは,他 の文字 や数字 に似 てい るので省略 されてい る・ つ ま
り,1と0は 数字 と間 違いやす く,QとUは 他 のアルフ ァベ ッ トと間違い やすいか らである。
しか し,こ れらの四つのアル フ ァベ ッ トを除外 するため に,実 際にはあ る項 目の頭文字 が,利 用 で
きる22のアル フ ァベ ッ トの記号 に一致 しない場合 が生 じると考 えられる。 テイラーが その よ う な
場合 の ことを考 えていたか ど うか について は明 らかでは ないが,か か る場合 には,そ の項 自の頭 文
字 がアルフ ナベ ッ トの記号 に近 い ところにおかれてい るよ うであ る。か くして,二 つ の文字 が組合
せで用 い られた場合,記 憶体 系の限界 は,数 字 に よる方法 の99に対 して484であ る'。表2で は,
12の勘定科 目が示 されてい るが,ア トキンスは,も し数字が用い られていた ならば,9が 限界 であ
ゆ
ると述べ ている6
さて,表 ・2においては,さ まざ まな勘定 が三 つない し四つの主要な クラスに分類 され る。最初 の
どころ℃ 当該舗 の主要な物噸 産 の保全 セ・要 した費用 が記入 される離 があ る・ すなわ ちジ:そ
れは 「建物 保全費」,「備 品保全費」,「機械保全費」,「工具保全費」な どの勘定 であ る。ア トキンス
は こ こで,「建物保全 費」勘 定 には,床,壁,天 井な どの修繕 お よび それ らの塗装 な ど も含 めて;
他の部門 に直接配分 する ことがで きない全 体的な建物 の保全 ない し維持費 を負担 させて借方記入す
べ きであ るとい う。 また,当 該部門 のすべ ての清掃費 も同勘定 に負担 させ るべ きであ る と述べてい
畿 「備 品保全 費」 蹴 について1よ,椅i・,それらの嘱 物 台,机 な どの修徽 お よび,あ る
特定 の工程 やその他 の勘定項 目に属 さない電気工事,電 気器 具,換 気 装置な どの輩用 が賦課 され る。
「機械保全費」 勘定 には,さ まざ まな種類 の機械 の修繕 お よび維持 に関連す る費用が賦課 される。
それには,定 期 的な点 検 ・整 備 や突然の故障の際の修繕 のみな らず,日 々あ るいは週 ご との清掃 お
よび手入 れ を含 んでい る。 つづいて,ア トキンスに よれば,工 具は機 械 とは異な り,二 つa?クラス
の
に分類 される とい う。 すなわ ら,ω 材 料の形態な い し状態 を変化 させる もの,た とえば,旋 盤 工
具,プ ライズ,ノ ミ,パ ンマーな ど,(2)補助的な工具,た とえば,レ ンチ,ド ライバ 一ー一,マイ ク
ロメー ターな ど,で あ る。 しか しな がら,結 局,こ.れらの すべ ての工具 を所有 し,利 用 す ることに
よって発生 す る費用は,す べて 「工具保全費」勘定 に借方記入 される ことにな るのであ る。 したが
・て・ ア'トキ ンスのい う ような工即 ・二?の クラスへの分類は・'二唄 の管理上 におい ては意嚇 あ
るとして も,費 用配分 に とってはあ ま り重要 な分類 とはな らない。つ ぎに,固 定費 を構成 す る費用
勘定 のクラスがあ るが,表2で は,減 価償却 費 と保険料 とが示 されているb
テイラーは,つ い で,製 品 に直課 する ことがで きない賃金 や給料 を記録 す るための勘定 を少な く
とも二 つ準備 してい た。 その うちの一 つは,「賃金 お よび給与」 勘定であ り,そ れは通常発生す る
間接労務費 を記入 す るための ものであ る。 もう一 つは.「不働費」(Retainers)勘定 であ る♂ アFキ
ンスに よれば,こ の勘定 は,当 該企業 の労働者 が 自らの責 に帰 すべ き理 由がな く,働 い ていない間
の労働 者に支払 われた金額,あ るいは,労 働者 が,企 業 に雇用ない し保有 されてい る とい う事実 に
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もとついて,そ の労働者 に支払 われた金額 を借方記 入す る もの である とい う。 この勘定 は,今 日の
いわゆ る 「アイギ ル ・コス ト」 の概 念の うち,狭 義 に解 されてい る ものに相当 する。 すな わ ら,た
とえば機械 の故障,・材料不足,作 業 手順 の間違いな どの原 因に よって作業 が中 止 された場 合の下働
時間 に対 して支払わ れた労務費 をさしてい る。 つ まり,こ こでは,遊 休 設備 に よるアイ ドル ・コス
トが考慮 さ.れていな い こと'にな る。こ の点 については,あ とで検討 を行 な うことにす る。・
テイラ 一ー:一は,さ らに,「仕損費 」(ReclamationofErrors)勘定 を設 けて いるが,ア トキンスに
よれば,こ の勘定 は,生 ずべ きではな か った間違 レ・や誤 りに よるすべ ての損失 を記入 す る もの であ
(e,
る とされてい る。 そ して,一それは もちろん,損 失 の原 因 を明 らか に し,責 任 のあ る部 門に対.して費
用 を配 分す るための手続 が とられな ければ ならない と・い うのであ る。 この勘定 を設 け る効果 は,不
注意 や避 け ることがで きる間違いない し誤 りを減少 させ るのに役立づ ことであ る。 なお,そ の他 の
費 用 クラスには,表2に 示 されてい る ように,「光熱費 お よび動力費」勘定 や 「消耗品」 勘定 があ
ω
る。 また,「雑費」勘定は,す べ て の部門 に備え るづ き もので ある とい う。な ぜな ら,他 の どの部
門費勘定 に記入 すざ きか どうかが明 らかでない費 目をこの勘定 に記入 す ることがで きるか らであ る。
その他 の さ まざ まな費用勘定は,企 業 や部門 の特質 に したが って設定 され るのであ る。
、 注(1)PaulM.Atkins,op.cit.,p.218.』
② こ こで づ 「記 憶 式 記 号 法 」・とは 乳経 営 管 理 上 の事 物,た とえ ほ製 品,材 料,固 定 資 産,勘 牢,文 書 な ど
を一 定 の基 準 に したが って分 類 し,こ れ に 系統 的 な 記 号 を与 え るこ とに よ り,管 理 上 の事 務 処 理 を合 理 化
し よ う とす る分 類 記 号 制 度 の 一 つ で あ 乱 小 野寛 徳 教授 に よれ ば,「 記憶 式 記 号 制 度 は,記 号 自体 に よ っ
て,そ の あ らお す 事物 が,直 接 か つ容 易 に思 い だ せ る よ うに工 夫 され た テあ うー独 特 の もの で,他 の記 号
制度 よ りも,.一段 と進 歩 した もの であ る 。」(傍 点 一 筆 者)・と され て い る。(小 野 寛 徳 著 『経 営 事 務 管 理 』
経 林 書 房,昭 和44年,69頁 。)ま た,わ が 国 で大 正15年 に,テ イバ ー ・マ ニ ュ フ ァクチ ュア リング社
(TheTaborManufacturingCompany)の「記 憶 式 記 号 法 」 を紹 介 した 新 潟 鉄 工所 の加 藤 重 男 氏 は,こ
の方 法 の利 点 をつ ぎ の よ うに 説 明 し て い る。 「コ ノ記 号 法 ヲ用 フル コ}ニ ヨ ッテ仕 事 ノ手続 が単 純 化サ レ
能 率 ノ増 進 スル コ トハ著 シ イモ ノガ ア ル。 殊 二 〇verheadchargeノ決 定,routechart,instruction
cardノ作 製,或 ハ工具 機 械 ノ点 二於 テハfeed,speed,ノ研 究 等 二欠 クベ カ ラザ ル モ ノデ アル 。」(傍 点




in9,"TkeAccountingHistoriansJournal,VoL7,No・1,Sprin9,1980,p.18.なお,同 論文 に おい
て チ ェ ンお よび パ ンは,テ イ ラー が,会 計 斗 ス テム に おけ る本質 的 な基 準 と して つ ぎに示 す よ うな 三 つ の
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InF・W・ テイ ラーの原価計算 システムにおける費用の配分
テイラーは,表3に 示 されてい るような 「月次間接 費配賦表」 に よって,費 用 の配分,す なわち ・
間接費 の部門 別配賦 を行 な うのであ る。 この表 は,・原文 では"ExpenseDistributionSheetfor
Four-WeekPeriodEnding"であ る。 この表においては,間 接費 な らびに部門費 の配賦 が行 なわ
れ るだけではな く,製 造 原価 の総額 や,販 売費お よび一般管 理費 を も含 めた総原価 の記入欄 も示 さ
れてい るため,今 日の もの とは様式 が若干 異な るけれ ども,そ れは 「原価 計算表」 ともい え るもの ・
であ る。 しか しなが らテ イラーは,こ の表 で間接費 を正確 に配賦す る ことが その主要 な 目的 であ っ
た と考 え ることがで きる。 なぜな ら,19世紀末 から20世紀初頭頃 までにおける原価計算上 の もっ
とも重要な問題 の一つ として,こ の間接費の配賦 をいか に精 緻化 するか とい うこ とが問題 とされて 幽
くめ
い た か らで あ る。 したが って,テ イ ラー が 表3で 間 接 費 の 配 賦 を中心 に考 え てい た こ とは明 らか で
あ る。
さて,表3に お け る費 用 の 配 分 は,自 動 車 の ス ター ター の 製 造 企 業 を例 に と って説 明 が行 な わ れ
て い る。 ア5キ ン スに よれ ば,表3に お け る 「修 繕 部 門 」 す な わ ちRepairDepartmentは,補助
部 門 の一 つ と して す で に説 明 され た 「保 全 部 門」 す な わ ちMaintenanceDepartmentとは ま った
　
く異な った部門 である とい う。なぜな ら,こ の 「修繕部門」 は,ス ター ターの欠陥 に よらずに,故
障 した スター ターの修理の ための部門 であ るか らである とい うの であ る。 つ まり,こ こでい う 「修
繕部門」 とは,今 日一般 にいわれてい るところの補 助部門 としての修繕 部門 でば な く,ス ター タ
ー その ものの改良 な どをも目的 として,故 障 したス タニ ターの修現 を行 な うところの工場 内におか
れた部門の一つ であ る。 したが って,現 在一般 にいわ れてい るところの補助部門 としての修繕 部門'.ご
には,前 述 の 「保全部門」 がそれに該 当す るのであ る。 つぎに,「Aお よびCA部 門」 とは,
ArmatureandCommutatorAssemblyDepartmentの略 であ り,ス ター ターの製造 のために必
要な一定 の補 助的な組立が行なわ れる場合の,電 機子お よび転換器 の組立部門 であ る。 そ して,rH
お よびB部 門」 とは,Hardening母ndBlacksmithingDepartmentの略 であ り,こ 部 門は,
さ まざ まな部品の鍛造 お よび熱処理 の作業 が行 なわれ る場合 の,焼 き入 れ,お よび鉄 工部 門であ る。
また,「SA部 門」 とは,StarterAssemblyDepartmentの略 であ り,ス ター ターの組 立部門であ
る。 つづいて,「工具 ・器具 ・備品」 には,あ らゆ る種 類の工具 ・器具 ・備品が含 まれて いる。「機
械装置」 には,あ らゆ る種類 の機械 やその他の固定設備 な どが含 まれてい る。 また1「建物」 には,
建物 お よび建物 に付随 す るものが含 まれてい る。 「仕掛品」 には,工 場 内で加工 されたすべ ての材
料,お よび,販 売 され る中間製品が含 まれてい る。 なお,配 賦 表の左右の両側 に数 字 で示 された欄
があ るが,こ れは,配 賦 の手続の順序 を意味 してお り,参 照のための有用な手段 と して役立つ もの
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比 例 配 分 勘 定
5Sで在庫品の金額の5%を 保管費として言d入
し洞 様にそれをSAでllil助部門費の貸方に塒 診 る
雑 .費(支 払 勘 定 配 入 綴 り











… 般 管1型 費
!う
コ:場 原 価
X.Y.Z."R.Wへ の一 般 管理 費 の配 賦
二1二.臭・ 器 具 ・ 備 品 費 の.合 計
AおよびYへ の工重い1興 ◎1儲滅 の雌 .
補 助 剖ジ 門 費 の 合 計
各rD」 部 門 へ の 補 助 部 門 費 の 配 賦
工 具 製 造 部 門 置 合 諦
Yお よびZへ の 工 具 製 造 部 門費 の配賦
修 繕 部 門 費 の ・合 計
修 繕 掴 図 盗 ぺ の 修.絡部 門 費 の 配 賦
そ の 他 の す べ て の 「Dj部門費 の 合 計
仕 掛 品 へ の 「D」部 門 費 の 配 賦
製 品 の 製 造 原 舗 の 合 計
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囲 明 らか に,γ トキンスの記入上の誤 りであると思われる ところは,訂1Lしてある。
であ るとい う。 また,配 賦表 の左欄 は費 用項 目を示 して お り,そ れに対 して右横 は,そ れ らの 費用
を各部門 や生産物な どに配 分 す るための欄 であ る。
さて,つ ぎに費用 の配分 についてみて い ぐこ とに しよう。 まず最 初 に,ω 行 目で さ まざ まな欄
に賦課 され るべ き賃金 が記 入 され る。 つづ いて,(2)行口で 材料 について同様 に記入 され る。 つ ぎ
に,(3)行目で仕訳 帳 か ら減価償 却費 や保 険料,・.および一般 的な建物保全 費な どの ような配分 すべ
き費 用項 目,・つ まり雑 費が記 入 され る。 これ と同様に,(6)'行目でテイ ラーがVqUcherRegister
と呼 んでい た証葱式記入 帳(ア トキ ンスは支払 勘定記入 帳,AdcountsP碑ableRegisterとして
い る)か ら,配 分 すべ き雑費 が記入 される。(4)行口には,比 例配分勘定 が おかれ る。.㈲行 目で,
在庫品 の金額 の5%を 保管費 として記入 し,同 様 にそれ を補 助部門費 の貸 方 に失語 す る。 また,
㈹ 行 目では,す べての欄 に さ まざ まな勘定 か ら賦課 ない し配分 された費 用が合計 され る。
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つ ぎに,一 般管理 費の固定 的 な設1蔵郵δよび生産物 への配賦 についてみてい くことに しよう。 テイ
ラーは,一 般管理 費 を直接労 務費 に もとづい て固定的 な設備お よび生産物 に配賦 してい る。 この配
賦額 の計算 は1配 賦 表 の下部9)(8)行目で行 なわ れ る・rX・Y・Z・R・W」の賃金 の合計額 が8L
に記 入 され,そ して,一 般 管理費 の合 計額 が,こ の賃金合計額 で除 され る。 その結果は,固 定的な
設備 お よび生産 物 に…般管 理費 を配賦 す る配賦 率 とな り,(9)行目でX・Y・Z・R・Wに 記入 され る・
もし,そ の 計算が正 し く行 なわ れてい るな らぽ,(9)行目で固定 的な設備 お よび生産物 に配賦 され'
た金額 は,二 股管 理 費の合 計額 に等 し くな る。
ところで,ア トキ ンスに よれば,「工具 ・器具 回備 品」勘定 を処理 するため には,そ の費用の半
額 を補 助部門費勘 定 に借方記 入 し,そ して,他 の半額 を機械装置勘定 に借方記入す るこ:とが必要で
あ ると、魂 この区分 は,ω 行 目でそ魂 棚 る.し か しなが ら,痴 るテイラー の鯉 法につい
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ての理 由は明 らかではな い。ア トキ ンスは この点 に関 して,大 要,つ ぎの よ うな説明 を行 な ってい
　の
る。 あ らゆ る種類 の工具 ・器具 ・備 品は,工 場 におけ る作業 な どにおいて利用 され,そ して,そ れ
らは とき どき交換 されな ければな らない。機 械 やその他の比較的耐久性 のあ る設備の場合 には,そ
れは価 値の減少 にな り,.したが って,そ の最終的 な償却は,減 価償却 引当金勘定 に記 入 され,減 価
償却 費'と'して月 ごとに費用計上 され る。 これ に対 して,と くに工具 は,か な り急速 にす り減 ら され
る。 と りわ け切削 工具は,絶 え間な く利用 され,そ のため,し ば しば研 がなければ な らない。 した
が って,も し,そ れ らの減価償 却費 を計 算:するな らば,ど うして も,か な り高率 で計算 される こと
にな る。場合 に よっては,一 年 以内で償却 され て しまうこ ともあるの であ る。工具は平均 して,お
キそ半分はす り減 らされ,他 の半分 は,減 価 償却費 に等 しい と考 え られるので,そ れは費用 として
計上 され る。
?つ い て・ 補助部門費 の配賦 についてみてい くことに しよう。 補助 部門費は,⑫ 行 目で合計 さ
れ・ つい で,ω 行 目で各D部 門,す なわ ち ・TDからSD部 門 までの各製造部門 に配賦 され る。
こρ補 助部門費の配賦額 を算定 す る方法 は,⑬ 行 目で示 されてい る。 すなわち,補 助部門費の配
賦率 は,つ ぎの ように して算 出 され る。最 初に配賦率の分母 が,各 製造部門 で遂行 された製造時間
,数,こ こでは機械運転時間 に 「原価係数」(costnumbers)を乗 じることに よって算 出 され る。つ
ぎに,す べ ての製造部 門のその積 が合計 され る。 そ して,か か るすべ ての製造部門の積の合計額 に
よって・補助部門費 の合計額 が除 され る。 か くし七算 定 された配賦率は,各 製造部門 におい て,機
械運 転時間 と・原価係数 との積 に乗 じられ,そ の結果,す なわ ち配賦額 が,αの 行 目で各製造部門 に
記 入 され る。
ところで,テ イ ラニは,さ まざ まな機械 中心点 ない し生 産 中心点 の原価 が機械 に よって 異 なると
い うことを認識 していた。 た とえば,小 さなたて型 ボール盤 を動か した り,あ るいは卓上旋盤 を動
か した りす ることは,大 型 平削 り盤 や万能 フライス盤 を動か すこと よりも,そ れにかか る原価 は少
な くて済 む・間接 費が直接作業時間 ない し直接労務費 の比 率 で配賦 されて いた ときには,機 械 の種
類 に よって各生産 中心点 の間接費が異な る とい うことは考 慮 されていなか った。 また,異 な った種
類の機球 で数種 の異 な った製品 を生産 して い る場合 には,機 械中心点 別の機械費 を考 慮 しなければ,
誤 った間接費 の叩賦 にな り,し たが っ鴎 誤 った原価 にな る。 この ような問題 を回避 す るために,
テイラーは,機 械中心点の減価償却 鐸,保 険料,税 金な どや,機 械の修繕 お よび維 持費,機 械 を動
かす ための動力費,機 械が占あ る建物 の占有部分 に関係 す る費用 の負担 分な どの ような,数 種類の
機 械な い し作業 場 における操業 に関連 したすべ ての原価要素 を考慮 した。 これらの項 目の すべ ては,
一年間の期間 で予定 され,そ して,機 械中心点が 当該会計年度 に操業 す ると予定 された時間数 で除
くの
され る。 ただ し,月 々変化す る費 目は,各 月に新 たに算定 され るとい う。か くして,テ イラーは,
その結果 を機械 中心点 ない し生産 中心点 の 「原価 係数」 と名 づけたの であ る。
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テ イ ラー の 支 持者 の うちの 一入 で あ った キ ー リー(RoyalR.Keely)は,テイ ラー の か か る原価
係 数 の 比 率 の算 定 に つ い て,つ ぎの よ うな説 明 を行 な って い る。 す なわ ち ,も し二 つ の 機 械 の維 持
費 お よ0操 業 費が・ それぞれ…・時間あた り,3セ ン トと3ド ル であ るとす るな らば,そ の原価係数
ゆ
は ・ それ ぞ れ3と300と い う よ うに 計算 され る とい う。 また,キ ー リー は ,テ イ ラー の原 価 係 数 に
よる間接費の配賦法が,補充率による間接費の追加配賦を行なうという嶺羅ふら黍券な仕事をする
こ とな く,A.H.チ ャー チ が 到 達 した方 法 とほ とん ど同様 の結 果 をえ る こ とが で き る と して ,テ イ
くの
うーの方法 をきわめ て高 ≦評麺 してい る。 この テイラーの原価 係数 に よる間接費 の配賦法 につい て
は,次 章 で検討 を行 な うことにす る。
さて・つ ぎに・工 具製造部 門費 お よび修繕部門 費の配賦についてみてみ よう。工具製造部 門費は,
葡 行 目で合計 され,そ して,そ み配賦は,⑯ 行 口で永 された配賦 率 に'よって ω 行 日で行 なわれ
る・ この場合の醐 は,他 の部 門ぱ 上して行 なわれ るのではな く・蹴 的 な16tsvEsあるところのY
お よびZに 対 して行 なわれ るのであ る。 また,修 繕部門費は,⑱ 行 目で合計 され,⑲'行 目でそ
の配賦率が算牢される。しかし,こρ場合,修繕部門費の総額が 即 行目で修繕指図書た酷賦され
るので,そ の配賦率 は・個 々の修繕指 図書 への配賦額 を算定 す る際 に用い られ る。
つづいて,製 造部門費 の配賦 につ いてみてい くことに しよう。⑳ 行 目で,`上述 した製造部 門以
外の各製璋部門費の合計 が行 なわれ る。⑫⇒ 行 日で,そ の配賦 率が算定 され ろ。 この践南 の配賦額
は,㈱ 行 口で仕掛品 にすべ て配賦 され るの で,上 述 した製造部門費以外 の各 製造部門費の合計額
}ひ一致す る。勤 行 目で,当 月の各 クラスの製品の製造原価 が合計 され,輩 用 の配 分は完 了す る。
(7)行口で示 されたすべ ての欄 の合計額 と,⑳ 行 日の すべての欄 の合計額 とが一=・致 す るはずであ る。
それが一致 すれば,計'算上の誤 りは なか った ことにな る。 しが しなが ら,こ の ことか らただ ちに,
すべ ての振替記入が正 しい ところに行なわ れた とは いえない。
つぎに,販 売費の欄 は,販 売部 門費の合計額 を記入 す るもの であ る。 この販売費ρ欄 に記入 され
るもの には,販 売部 門の賃金 や倉 庫料 な どがあげ られ る。 この販売費 は,当 該 期間に販売 された製
品に対 して配賦 され る。
最後 に・製 品へ の間接 費の配賦 についてみてみ よ う。製品への間接費 の配賦 は,製 造指 図書 に示
されてい る・各製造指 図書 には,そ れぞれ個有 の粕 図書番号 があ り,直 接 材料費 や直接労 務費 は,
各製造 指図書 に直課 され ることは い うまで もない。 もちろん,こ の こ・とは,材 料 出庫請求書 や個 々
の作業 票な どに もとづい て行 なわ れ る。 い くつ かの生産 中心点 で遂行 された作業 に要 した時間数が,
作業票 に記入 され る・各作業活 動 に対す る この時間数が,当 該生産中心点 に対 す る原価 係数 に乗 じ
られ・ そこか らえ られた原価係数 に よる配賦額 が,各 製造 指図書 ご とに合計 され る。各製造 指図書
に対 す る当該部門 の原価係数 に よる配賦額 の合計額 は,表3の ⑯,⑲,お よび ⑳ 行 口で算定 され
る部 門別配賦率 に乗 じられ る。 この ことは,⑮,⑬,お よび ⑳ 行 目の合計額 に よゲ て示 され る部
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門 間接費総額 が,こ れらの各部門で行 なわれた作 業 に対す る製造 指図書 に配賦 され ることを意味 し
てい る。'この点 につい て,テ イラー は,従 来 の伝 統的 な考 え方に もとつ く方 法 を展開 した。 すなわ
ち,そ れは,当 該 期間 に発生 した間接費のすべ てが,当 該期 間に行な われた作業 に配 分 され るとい
う:ものであ る。 しか しなが ら,こ の方法は1920年代 に至 ると,操 業度 が正常範 囲にあ り,、.かつ正
常産 出額 が正常原価額 で生産 されてい る場合 にのみ,望 ましく,か つ正確 な結果 にな ること'が明 ら
　の
か とな った の で あ る。
注(1)ネ ル ソン(DanielNelson)によれ ば,間 接 費 の 算定 と配 賦 のた め の方 法 につ い て 述 べた 著書 が,1885
年 以降 急 増 した とい う。 そ して,そ こで の主 た る議 論 は,第 一 に,原 価 の種 類 を考 慮 す る・こ・と,とbわ げ'
・'販売 費 お よび一 般 管 理 費 を 製造 原 価 に算入 す べ きで あ る か否 か とい う問題 に つい て,第 二 に,ア イ ドル ・
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ingDigest,Vol.XIII,No.7,July,1913,p.302.おそ ら く,わ が 国 で最 初 に テ イ ラー の間 接費 の 配 賦 法
を紹 介 した の は,大 正15年 に1当 時 大 阪 府立 産 業 能 率 研 究所 の技師 で あ った鈴 禾 久 蔵 氏 であ ろ'う。 す な
わ ち,鈴 木 久 蔵 氏 は,テ イ ラー の間 接費 の配 賦法 に 関 してbぎ の よ・うに述 べ てb・る。 「Ta'ylorSystem二
.於ケ ル間 接 費 イ親掛 方 法 ハ原 価 計算 ノ未 ダ充 分発 達 シナ イ頃 二於 テ・Taylor及ビBarthガ録 モ苦 心 シタ
モ ノデ ア ッ タ」(鈴 木久 蔵 稿 「TaylorSystemニオ ケ ル 間接 費 ノ処 理(2)」r能 率 研究 』 第4
.巻第7号,
大 正15年7月,177頁 。)「間接 費 ハTaylorSystem二於 テ最 モ慎 重:ナル 処理 ヲ要 ズ ルモソ デ ア リ,・一
ソシテ氏(テ イラー一 筆者注)ハ 親掛 二関 シ一種特異ソ方法 ヲ大成 シ,今 日ノ所謂機械率法 ノ素地 ヲ迭
ル ニ至 ッタ.ノデア;ルガ,コ ノ点 二於 テ干氏(テ .イラr一 筆者注)ハ 原価計算:ノ発達史上二重要 ナル役 目
ヲ勤.71テヰル トイ.男テ可 イ」(鈴木 久蔵稿 「TaylorSystemニオケル間接費 ノ処理(1)」r能率研究』 第
4巻第4号,大 正15年4月,93頁b)
(8).Pau量M.Atkins,op.cit.,p,223.
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IVF・W・ テイラーの原価計算 システムにおける問題点 の検討
前 章 までにおい て,わ れわれは,デ ィラーの廉価計算 システムに おける費用 め分 類 と配分 とにつ
いて考察 を行 な ってきた。 テ イラーの原価計算 システム}こはい くうかの問題点 を指摘 しうるが,本
章 では,そ の うちつぎの二点 に焦点 をあて,し検討 を行 な うことにす る。すなわ ち,問 題点 の第一 は,
テ イラーの間接費の配賦法 についてであ る。その第 二は,テ イラーの原価 計算 システムが,標 準原
価計算 と関連があ ったか否 か とい う問題 についてであ る。
まず,第 一め問題 点 から検討 してい くことにす るが,こ こで テイラーの間接 費の配賦 法 を検討 す
るにあた って,間 接費 の配賦計算 が,原 価 計算 史上,ど の ように放 り扱 われて きたかにつ いて一瞥
してお くことに し よう。 走れを行 な うことに よって,テ イラ・一の間接 費の配賦法 の水準 を理 解 す る
のに役 立つ と考 え られ るからであ る。
原価 計算 にお け る主要な問題の一つ として,間 接費の配賦計算 の問題 があ るが,原 価計算:史上,.・
間接 費は初 め,製 品原価 の算定 にあた って その原価 匪が認め られていな か った。'そこでの原価 計算
'は
,製 品の価値犠 牲分 の把 握が 目的 である ことはい うまで もないが,当 初 は製 品 た直接帰属 可 能な
素価 をもって製 品原価ク)算定 を行 な つでい たのである。 それゆえ,間 接費 はあ くまで損失であ り,
製品原価 を構 成す る原価 要素 とは考 えられて いなか ったの であ る。間接費 を製 品に配賦 しよ うと考
え始 めたのは,19世紀後 半 にな ってからの ことであ る。 ハ リス(GouldL.Harris)層に よれば,間
　り
接費 の配賦 は最初,固 定比率法が用 い られ,つ いで,総 括配賦法 が用 い られ る ようにな った とい う。
固定比率 法は,か な り恣意的な配賦法 であ り,か つ事後的な計算法 であ った。それに対 して,総 括
配賦法 においては,そ の配賦率 が,期 間の初め に過去の経 験 や工場の設備 に対 す る見積額 で予定 さ








しか しなが ら,ハ リスは,固 定比率法 も総括 配賦法 もともに,部 門 に よって異な った間接費 を発
生 せ しめ る機 械運転時間 や作業 時間,労 務費 な どの諸要素 の違 い を考慮 してい ない し,部 門が間接
　
費 の計算 と配賦 のた めの本質的 な単位 であ る ことを無視 してい ると述べ てい る。 か くして,こ れ ら
の欠陥 を克服 した配賦法 として考案 された ものが,部 門別配賦法 であ ったのであ る』
'
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と ころ で,前 章 で考 察 した テ イ ラー の 間 接 費 の配 賦 法 が い つ,ど この 企業 で実 施 され て い た もの
で あ るか に つ い て は,'ア トキ ンス は ま った く.言及 し(い な い'。コ プ レイ(FrankBarkleyCopley)
に よれ ば,テ イ ラ ー が最 初 に,月 次 間 接 費 配 賦 表 を作 成 し て,そ の 月 の 製 品 に機 械 率(機 械 ドル時
間 法)・を用 い て間 接 費 の配 賦 を実 施 した の1み1893年 か ら94年 に か け て シモ ン ズ ・ロー リン グ ・
くの
マ シ・一 ン社(TheSimQndsRollingM3chineCompany)に い た と き で あ っ た と さ れ て い る。 そ
し て テ イ ラ ー は,そ の 後,ノ ー ザ ン ・エ レ ク トリ カ ル 社(TheNorthernElectoricalCompany),
ジ ョン ソ ン 社(The .JohnsonCompany),ロレ イ.ン社(TheLorainCompany)な ど に お い て 会
くの
計 の仕事 に従事 した といわ れてい る。 ア トキ ンスが紹介 した テイラーの間接 費の配賦法が,ど この
企業 で実施 されていた,ものであ るかについ ては明 らかではない。 しか し,そ れがい つ頃 の ものであ
るかについては,コ プ レイの指摘 か ら考 え るな らば,.1893年以 降の もので あ るとみ ることがで きる・
さて,前 章 で考察 した ティテーの間接 費の配賦法 をみ ると,一 般 管理費 は,直 接労務 費 に もとづ
いて固定 的な設備 お よび生産物 に配賦 されてい るの に対 して,補 助部門費 は,各 製造部 門の機 械中
心点 の配賦率 に もとづ いて各 製造部 門 に配賦 されて いた。 その場 合の各 製造部門 の配賦 率は,機 械
運 転時間 に 「原価係数」 を乗 じた積 の合計額 で補助部門の製造間接費総額 ξ除 して求め られて いる。
,ま たう その 「原 価係数」 は,ア トキ ンスに よれば,機 械 中心点 の一年間 の製造間 接費予定総額 を当
該 機械中心点 の一年 間の予定機 械運転時間数 で除 して求 められてい る。 テイラーが,製 造間接費ρ
予定配賦 を行な ってい たか どうか については,定 かではな い。後 述す る ように,テ イラーの間接費
の配賦 は,完 全操 業 を前 提 としていた と考 えられ るので,お そ ら く製造間 接費の 予定配賦 は行 な っ
ていなか ったであろ う。 しか し,テ イラーの 「原価係数」 の算定法 は,今 日の予定配賦率 の算定法
に非常 に近 い ものであ る。 そして また,A.H.チャーチの論述 に よれば,テ イ ラーの間接 費の配賦
法 において,,月々 変化 す る費 目,つ まり変動製造 間接費は,各 月に新 た に算定 され るとい うこ どを
指摘 してい る。 この指摘 に よると,固 定費 と変動費 とを区分 した製造間接費 の予定配賦 が行 なわれ
ていたかの ように解釈 す ること もで きるが,そ れ以上の説 明がな されて いな いのでその点 につ いて
は明 らかではない。キ ー リーに よるテイラーの原価係数の比率の算定の説明 では,機 械 の維持 費 と
操業 費が,機 械一時間 あた りの運転 に要 する金額 の値で示 されてい る。
以上の検討 か ら明 らかな ことは,ま ずテイラーは,間 接費の部門別配賦 を行 な っていた とい うこ
とであ る。 つぎに,テ イラーの補 助部門費の配賦の ところ でア トキ ンスに よって説 明 されて いた よ
うに,テ イラーは,直 接作業時間法 や直接労務費法 の欠陥 をす でに認識 してい た とい うこ とであ る。
そ して また,テ ・イラーの 「原価係数」 の算定法 は,ア ト'キンスや キ ・ー一リーの説明 に よれば,A・H・
チ:ヤー チの 「科学的機 械率法」 に・よる配賦率 の算定 法 と まった く同 じ算定法 であ った とい うことで
あ る。 ただ異な る点は,テ イラーの 「原価係数」 が,一 年間 を基準 として算 定 されるの に対 レて,
チ ャーチの 「科学的機械率」 は,ム ケ月 を基準 として算定 されてい ることであ る。 また,テ イラ ー
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の方法が,製 造間接費 の実際配賦 であ ると考 え られ るの に対 して,チ ャーチの方法 は,そ れが予定
くの
配賦 であ る点が異な ってい る。田中隆雄教授 に よれば,テ イラーの方 法は,生 産中心点 ごとの間接
　 コ コ 　 くの
費の ウェイ トづ け を機 械価 値 に よっている と指摘 されてい る。 しか しなが ら,上 述 したア トキ ンス
や キー リーの説明 に よれば,テ イラーの方法の機械 中心点 におけ る 「原価係数 」は,機 械価値 に よ
ってい るとい うよりも,む しろ機 械中心点 に集 計 され た製造間接費総額 の一 時間あた りの値 であ る
とい うべ きであ る。
か くして,テ イラーの間接 奪の配賦 法は,そ の水準 からいえば,間 接費 の部門別 配賦 を行 な って
いたわ けであ るが,'しか し,未 だ部門個別費 と部 門共通費 との区別は行 なわ れてお らず,部 門費 の
総額 をもって配賦が行 なわれてい たの であ る。 また,テ イ ラーの間接費の配賦法は,補 助部 門費 を
製造部門 に配賦す る場合,補 助部門間の用役 の授受 を考慮 していたか どうかについては,補 助部 門
費の欄 が一 つに ま・とめられて し まってい るので,ア トキ ンスな どの説 明か らは明 らかではな い。 お
そら く,テ イラーの方法 は」 補助部門間相互 に用役 の授受 があ って もこれ を無視 す る直接配賦法 が
用 いられていた と考 え られ る。 田中隆雄 教授は,そ の著r管 理会計発達史』 におい て,テ イ ラーが
ジ ョン ソン社 ない しノ『一ザ ン ・エ レク トリカル ・マ ニュフ ァクチ.ユア リング社 のた めに作成 した と
サ 　 コ 　の
い う間接費 の階梯式 の配賦表 を示 されてい る。 しか し,田 中隆雄教授が示 されたその配賦表 をみ る
かぎ りでは,補 助 部門 費欄 の配置の点 や,補 助部 門費欄 か一 つに まとめ られて しまってい る点 な ど
か らして も,そ れは,補 助 部門閲 の用役 の.授受 関係 の一部 を無視す る階 梯式配賦法 が用 い られてい
くの
た とはい えないであろ う。
つ ぎに,テ イラーの販売費お よび一般 管理費 の処理法が今 日の処理法 と異な ってい るこ とは,こ 、
れ までの考察か ら明 らかであ る。すなわ ち現 在の期間損 益計算 において は,通 常,販 売費 お よび一
般管理 費は と もに,期 間原価 として処理 され る。 それに対 して,テ イラーは,販 売費 については,
配賦率は明 らかでは ないが,当 該期間 に販売 された製酎,に配賦 し,一 般 管理費につい ては,直 接 労
務費法 に'もとづいて固定的な設備 お よび生産物 に配賦 してい る。 田中隆雄 教授 に よれば,テ イラー
は;層今 口でい う販売 費お よび一般管 理費 を 「商業経費」 とし,こ れ を直接賃金法に もとづいて当月
コ 　 ロ 　 コ 　 　 ゆ の 　 　 　 の の くゆ
中に生産 された製 品に配分 す るとされてい る。 この田中隆雄教授の指摘 に よると,販 売費 も直接労
務費法 に もとづいて製 品に配賦 され ることにな る。いず れに して もテイ ラーの方法 は,販 売 費 お よ
び一般管理 費の処理法 が今 日の処理法 とは異な ってい るのであ る。 この ことは,テ イ ラトが,彼 の
著書r工 場管理 論』・(ShoPManagement)のな かで,販 売 され る製品 の原価 に,販 売費 お よび一
儲 磯 船 あ替 凝 舳 鹸 癖 人叔 ぎことを主張していたことから棚 らかであ・3且1つま
り,テ イラーは,販 売 費 お よび一般管理費 を含 めたすべ ての間接費 を製 品原価 に よって回収 しよう
とい う考 え方に もとづいていた ことがわか る。 こ うした考 え方は,製 品原価 に よって販売費 お よび
一一般管理費 を含 めたすべ ての間接費 を回収 す るζとが可能 であ るこ とが前提 とな るめ であ る
。
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これ までの考察か ら,テ イラーが 「不働費」勘定 を設けていた ことは明 らかであ るが,し か しそ
れは,今 日opアイ ドル ・コス トの機 念の うち,狭 義 に解 されてい るもの に相 当 していたの である。
つ まり,.それは遊休設備 に よるア イ ドル.・コス トが考慮 されていない もの であ った。 テイラーの原
価 計算 システムは,彼 の課業管 理思考 か らも推測 でき るよ うに,完 全操業が前提 とされていたので
あ.る。
宮上一 男教授 に よれば,「ア メ り力資本主義 が,独 占段階への移行 を完 了 した1900年代初頭 に於
　
いて,す でに不働設備 費の問 題は提 起 されていた。」 といわれてい る。確 かにア メ リカにおいては,
1873年の恐慌以来,19世紀末 か ら20世紀初頭 にか けて,1882年,1893年,1903年,1907年とい
うように周期的に恐慌 が発生 していた。 しか し,19世 紀末 か ら20世紀初頭 にかけての アメ リカ資
本蟻 は,こ描 の周期的な恐慌を磁 したものの,ひ ぎつづき発展の途をたどっていたのであ幾
つ ま・り,テ イ ラーの原価 計算 システムが実際 に企 業 に導入 されたのは,1893.年以降 であ るが,そ の
当時の企業 におけ る遊休 設備 の存在 は,未 だ慢性 的 な もの どなるには至 って いな か った と考 えるこ
ロの
とができ るのであ る。
一方 ,.、不働 費 を回収 す る原価 計算上の問題 は,20世紀初頭以降主要な議 論の対象 とな り始め,と
,り わけチ ャーチは,不 足操業 に よる不働 費 を補 充率 に よって製品 に追加 配賦 し回収す るこどを提 唱
ロの
したのであ った。 しか し,・遊休設備 の存 在が慢性 化 し,そ の規模が膨大 化 して くるにつれて,不 足
操業 に よる不働 費 を製 品原価 に含めて回収す る ことが困難 とな ってきたの であ る6そ して後 に,か
か る不働 費 を製 品原価 か ら排除 し,そ れを損益 勘定 に賦課 する方法が有 力 とな.って くるのであ る。
・ しか しな が ら,,テイラーの場'合は少 な くとも,完 全操業 を前提 としていたのであ り層,かりに不足操
業 に よる不働 費が発生 したとして も,そ れは販売 され る製品か ら回収す る方法 をと っていたのであ
る。か くして,間 接 費の配賦 法に おい て,等 し く完全操業 を前提 と していたチ ャーチは,間 接費 を
予定 配賦 し,不 足操業 に よって月末 に配賦漏 れ とな った未配賦間接費 と製品 に合理的 に結びつ ける
ゆ
こ とがでぎな い一般間接費 とをゴ.補充率 に もとづ いて製 品に追加配賦 してい た。 それに対 して,テ
イラーは1か か る方 法 をとらず に,す べての間接費 を実際配賦 に よって月末に配賦 してい たと考 え
るこ'とが で きるのである。
さて,つ ぎに,本 章 におけ る第 二の問題点 の検討 に移 る ことに しよう。問題点の第二は,テ イラ
ーの原価 計算 システムが,標 準原価 計算 と関連があ ったか否か とい う問題 について であ る。 テイラ
ーは,彼 の著書r工 場 答理論』'のなか で,最 善 な経営管理 の基礎 として 「高賃金 と低労 務費 との結
ゆ
合」 をあげていた。、そ して彼は,そ れ を実現 す るた あにつ ぎに示 す ような四つの諸原則 を提唱 した
⑯
の で あ る 。,:
(1)高 い 日 々 の 課 業:: 、・,
(2)標 準 作 業 条 件
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(3)課業 達成 に対 する高 い報酬
(4)ii果菜 達成 に失敗 した場合 の損失
テイラーの提唱 したかか る課業管 理の諸原 則に よれば,ま ず最初 に,時 間研究な らびに動作研 究
に もとづいて課業 が設定 され る。 それは,労 働者の標準作業時間 とな り,あ るいは標準出来高 とな
る。.その場 合,労 働者の作業条件 の標準 化が不可欠 であ る ことは い うまで もない。 ここでい う作業
条件 の標準 化に は,使 用材料 の質 と量の標準化,使 用機 械 ・工具類な どの標準化 も含 まれてい ると
ゆの
解 す ることが できる。 こ うして標準作業条 件が準備 されたな らば,そ こでは,材 料 費 と労務 費 との
標準化 が図 られ る ことにな る。換言 すれば,直 接 費の標 準化が図 られ ることになる のであ る。 この
点 は,課 業管 理 も標準原価 計算 も ≧もに,最 初 は主 として生産 過程の管 理に重点 をおいていた こと
ゆ
から理解 す ることがで きるで あろ う。 また他方,資 本主 義経済 の急速な発展 につれて,;資本の有機
的構成が高度化 し・工場の機械化が進展 してい った。 それに伴 っで,工 場 の機械設備 に関連す る費
胤 すなわち酵 費が,製品の継 原価レ・占める割髄 獣 させ£ 知 る状況力・ら,不膿 ない
し固定費の処理 をめ ぐって,間 接費の標準化へ と発展 してい ったのである。以上の ような一 連のプ
ロセスを経て,標 準原価概念 は生 成す るの であ る。 すな わ ち,,作業 の標準化 から原価の標準 化へ と
ゆ
進展 し,そ こでの標 準思考 か ら標 準原価 概念 の生成へ と展 開 してい くの であ る。
この ように,テ イラーの課業管理 思考 を推 し進めてい くと,そ れが標準原価概念 に.まで発展 して
い くのは,当 然 の帰結 であ るかの ように考 えるこ とが でき るの であ る。 しか し,は た してテイ ラー
は標準原価 計算:を行 な ρてい たの であ ろ うか。
エプ スタインに よれば,テ イラーが1896年に書いた とい うマニ ュスク リプ ト 『テ イラーの工場
管 理 システ4に おけ る原価記録 』(CostKeepingundertheTaylorSystemofShopd吻nage一
躍 ηの のなかで,テ イ ラーが 自ら 「機械 の相対 的な原価 係数は,工 場間接 費 を配賦 す るために算定
され る比率 であ る。 それは,一 定期間,通 常 は一年間 の理想的 な状 態の もとでの製造間接費 を見積
　 　
る こ とに よ って 求 め ら れ る 。」(傍 点 一 筆 者)と 述 べ て ヤ・る と され て レ}る。 そ して エ プ ス タ イ ンは,
テ イ ラー一の この叙 述 が,標 準 原 価 シ ス テ ム の本 質 で あ る とみ な す ξ と もに,そ こで の"estimatel'
　
は,``standardcost"と 同 一 視 し う る と沈 め つ け て い る の で あ る 。 ま た,エ プ ス タ イ ン け,イ ー
ス タ ン ・マ ニ ュ フ ァ ク チ ュ ア リ ン グ 社,リ ン ク ・ベ ル ト社,H.H.フ ラ ン ク リ ン社 の 三 社 が,標 準
　
原価 システム を用いていた こ とを彼の実証研究 に よって明 らかに してい る。
早 川豊教授 は,つ ぎの ような理 由か らテ イラー を標準原価計算 の生 みの親 として位置づ けられて　
い る。 す な わ ち,テ イ ラー が1895年に ア メ リカ機 械 技 師 協 会(TheAmericanSocietyofMe-
chanicalEngineers)の会 報 に発 表 し た論 文 「出来 高 払 制 」(APieceRateSystem)砕こお い て,
標 準 作 業 時 間 と標 準 賃 率 との算 定 法 を明 ら か に した だ け で は な く,間 接 費 に対 して も標 準 を設 定 し,
これ を例 外 の 原 則 で管 理 し よ うと した と考 え られ るか ら であ る。
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ドイツ の顧 問技 師 で あ った ゾ ィベ ルF(RudolfSeubert)は,テイバ ー ・マ ニ ュフ ァクチ ュア リ
ング社(TheTaborManufacturingCompany)におい て テ イ ラ」一一Lに科 学 的 管 理法 の指 導 を受 け,
帰 国後,同 社 に お け るテ イ ラー ・シ ス テ ムの実 際 に つ い て の著 書 を公 刊 してい る。 ゾ イベ ル トは,
そ の著 書 のな か で,同 社 に お け る間 接 費(Unkosten)と間 接 費 の 配賦 法 とに つ い て約15頁 を さい
ゆ
て説 明 を行 な って い る。 そ して ゾイ ベ ル トは,そ の説 明 の な か で,噛テ イバ ー ・マ ニ ュフ デク チ ュア
リング社 に お け る経 営 計 算 係 の任 務 と して,三 つ の もの をあ げ て い る。 そ れ ら を示 す な らば,そ れ
　
はつぎのよ うにな るであろ う。
(1)'間接 費の配賦
1(2)原価 計算:表の作成(事 後 計算)お よび生産 す る製品の利益 を算定 す るた めの事前原価 見積
(事前計算)
(3}さまざ まな 目的の ための経営報告書(利 益 と損失 とを比較 す る)の 作 成
ここで,ゾ イベル トがあげてい る事前原価見積 とは,前 述の テイラーの 「原価 係数 」の算定に お
が
ける事前原価 見積 の ことをさしてい る。
なお,田 中隆雄教授,ア トキンス,だ よびキー リー らは,テ イラーが標準原価 計算 を行 な ってい
,た か どうか については,と くに言及 していない。
以 上の考 察か ら,確 かに テイラーが彼の原価計算 システムにおい て,直 接費の標準設定 や,間 接
費 の配賦率 の算 定に関連 して原価係数 の見積 計算 を行 な っていた こ とは理解 できるであろ う。 しか
し,こ れ らの こ とか ら,た だ ちにテ イラーが標準原価 計算 を実施 して いた とい えるか どうか につい
ては疑問 であ る。なぜな ら,そ れは標 準原価 計算 の本質 を どう捉 えるかに よって,そ の答 えが まろ
た ぐ異な って し まうか らであ る。つ まり,テ イラーが予定原価 計算 を行 な っていた といい うる とし
て も,そ れが,標 準原価計算 であ ったのか,あ るいは見積 原価 計算 であ ったのか とい うこ とについ
ては,少 な くと もこれ までのわれわれの考察か らは速断す ることが できないの である。 エプ スタイ
ンの ように,か な り独断 的にテ イラーが標準原価計 算 を実施 してい た と決 めつ けて しまうの も若干
問題 があ ると思われ る。 また他方,標 準原価 計算 とい った場 合には,今 日では通常,制 度 としての
標準原価計算 を意味 してい るのであ る。 とす ると,「標準原価計 算は事前原価 としての標準原価の
設定 だけで終わ る ものではな く,な ん らかの実際原価 との対比,そ の差異 の把 握,差 異の原 因分析
　
とい う一連 の計算プ ロセ スを含 む もの」 と解 す る必 要があ るであろ う。 そ して,標 準原価 計算 と見
積 原価計算 とを区別す る場 合に重要な こ とは,原 価 の予定の仕方 にあ るのではな く,原 価計算 に期
ゆ
待 された 目的 とそれ を満 たす計算:機構 の内容如 何にあ る とい うこ とであ る。 さらに,標 準原 価の概
念 は,厳 密にいえば,単 位 あた り原価 の価格要素 ・消費量要素 と もに標準値が 用い られな ければ こ
れには該 当 しないの であ る。 その場合,い うまで もな く基準 操業度 の水準 の選択如何 に よつで,標
準原価概念 は異な って くるのであ る。
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か くして,テ イラーが標準原価計算 を行 な っていたか否かについては,こ れ までの考察か ら明 ら
かな ように,見 積原価 ない し標準原価 といい うる ものが用い られていた ことは確 か であるが,し か
し,テ イラーが標準原価 計算の一連の計算 プ ロセ スを実施 していたか ど うかについては,明 言 でき
ない とい うことが でき よう。 田中隆雄教授 は 「テイラーの会計 は,工 場全体 の システマ テ ィックな
管理の 中に位 置づけ られ てお り,生 産 におけ'るシステマテ ィック ・マ ネジメン トと有機 的に結合 し
てい ただけ でな く,会 計 フ ォー ムの標準化,会 計処理 の標 準化 に よって,会 計 それ 自体の システム
　
化が行な われてお り,シ ステマ テ ィ・ック ・マネジ メン トの会計の領域 への適 用であ った とい える。」
とされてい る。 また,同 様 に田中隆雄教授 は,テ イラーの 「会計 シス;テムは,旧 々の残高 の計算,
間接費の計算,セ グ メン ト別月次損益計算 な どか らみて,ヘ ン リー ・メ トカルフや ホラス ・アー ノ
ル ドに よって紹介 されてい る同時代の会計実践 を凌駕 してお り,お そら く当時 の もっ とも先進的な
　
会計制度 の一つ であ った といえ るd」 と指摘 されてい る。 これらの田中隆雄教授 の指摘 か らも理解
できる ように,テ イラーの原価計算 を含 めた会計 システムは,当 時,ず なわ ち19世紀末 か ら20世
紀 初頭 あ た りまでにお け る会計実践 のなか で,か な り高い水準 の ものであ ったとい.うこ とぶ で きる
のであ る。
以上 で,本 章 におけ るテイラーの原価 計算 システムの問題点 の検討 を終え るこ とにす るが,.最後
に,テ イラーの原価 計算 に対 す る考 え方 の変化 につい てみておきたい と考 え る。
テ イラーは,1901年には顧問技師 を職業 とす ることをやめ,な かばは道楽 で,な かばは研究 で工
場 の管理 法の改善 に従 事 した といわ れてい る。 テ イラーの この時代 の成果 が,テ イバー'・マ ニ ュフ
ァクチ ュア リング社,り ンク ・ベル ト社,ウ ォー ター タ ウン兵器廠(WatertownArsenal)などに
おけ・る管理法 の改善 であ ったの であ る。 しか しなが ら,テ イラ ーは,な ぜ会計 に関 す る著書 や論文
を公表 しな か ったのであろ うか。 その理 由は,つ ぎに示 す ような1909年のハーバー ド大 学にお け
るテイラーり講義の草稿 をみ ることに よって,う かがい知 ることが できるであろ う。多少 長い文章
であ るが,テ イラー の原価計算 に対 す る考 え方 の変化が よく現 わ れているの で,つ ぎにそれ を引用
す ることに しよ う。
「通常 の管理法 の もとでの原 価計算は,工 場長 や,職 長,副 職長,お よび労働者な どの能率 を
知 る手段 として役立 つ ものであ る。 しか しなが ら不幸 に も,.それは仕事が済 んでか ら一 ヵ月たた 、
ない と正確 な原価 が えられない のであ る。私は15年 ない し20年前 には,正 確な原価計算 システ
ムが,多 くの管 理用具の なかで もっとも重要 な ものの一 つであ る と考 えてい た。 そ して実際,製
造工場 に原価計 算 システムを導入 す るのに,か な りの時間 を費や した ものであ る。 しか し,'最:近
の科学的管理法 におい ては,'安く生産 す るとい うことが支配 的であ る以 上,原 価 計算は相対的 に
いえ1錦 あ ま り重要な もの ではな くな って きた。.そ、してわれわれは・通常 ・科学的管理法 を余業
に導入 す る場合 におい て も,原 価 計算 を最後 に まわすこ とに してい る。 われわれの時間 や金は前
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線で使うことにして,後方ではなるべく使わないようにしている。券働者ぷ実陰,往事を迂遠ふ
つ正確 に行 な うように,'これ を監視 し,必 要な事務 を とるこ とに主力 を注い で,原 価 デー タを収
集 す ることは二 のつぎにす るの であ る。経済的な管理 を行 な う立場 か らい うと,労 働者がなすべ.
き日々の課業 さえ決 まれば,原 価 の分析はほ とん ど不要 にな って しまう。
・しか しジ私 は,原 価計算 シ ステム を実施 すべ きではない とい ってい るのではない。'製品の販売
価格 を調整 す るためには,原 価 を必要 とす るこ とが少 な くないの であ る。 販売部 門の一般 教育 の
ために も,ま た,企 業 が将来 進むべ き方 向 を決 定す るため に も,原 価 を算 定す るこ とは必 要な こ
どであ る。以前は,・原価計算 を行な うことが製造原価 を引下 げ る手段 であ ると考 えてい たが,今
日では そ うではな い。 すなわ ち,前 述 した ように,新 管 理法 を実 施す るためO.時間 と金 とが あ る
な らば,ま ず それ を も'つとも効果 的な もの に使 った方が よい のであ る。'新管理法 の全体 にわな っ
て同時 にとれ を実施 す るこ=とは,ま った く不可能 な ことであ る。 それゆ えに,原 価 計算 システ ム
　
は,最 後 に まわすべ き ものなのであ る。」(傍点一 原文の まま)
またテイ ラーは,1911年6:月10口付 で,'アメ リカ合衆国海軍の主計 官で あ っ た コ ン ラ ・ッ ド
(CharlesConrad)にあで た手紙のな かで,つ ぎに示 す ような ことを述べ ている。
、.「 私は経 験 を重ね るに したが って,節 約 の 口的 を達成 す る手段 としての会計 に対 しては,し だ
いに信用 をおかない ようにな ってきた。会計 は,そ れが正 し く行なわれてい る場合 にのみ',せい
ぜい不能率 な部分 を直接示 して くれ る単な る指 標にすぎないのであ る。 したが って,会 計 は,そ
の不能率 を是 正す るには どうすれば よいか を示 しては くれな い。なぜな ら,'それは たい てい の場
・合,実 際の仕事 が終わ らない と計算が できない か らであ る。」
以上の;つ の引用 か ら,テ イラーの原価 計算 や会計 システム に対 する期待は,年 を経 るに したが
って しだいに薄 れてい った ことがわか る。 すな わち,テ .イラー は,原 価計算 や会計 システムが,彼
の科学的管 理法のな かの一部分 にす ぎない もので あ って,企 業 に科学的管 理法 を導入 す る場 合,そ
れ らだけに力 を注 ぐこ とは妥 当な方法 ではない と考 え るに至 ったの であ る。 それゆえに,テ イ.ラー
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以上の ように,わ れわ れは,F.W,テ イラーの原価計算 システムについて,と りわ けその間接費
の配賦法 を中心 として考察 を行 な って きた。 これ までのわ れわ れゐ考察 に よって,つ ぎの諸点が明
らか とな った 。
まず最 初 に,テ イラーの原価 計算 シズテムにおけ る費用の分類 は,非 常 にユ ニ_ク かつ実践的な
ものであ るこ とが わか った。 すな わちそ れは,「記憶 式記 号法」 を用い,二 つ の問 いに よって費用
apme切な配 分の ための分類 を行な うものであ った。 そこでは,行 なわ れた仕事 が どの よ つな性格 を
有 してい るか に よって費用が分類 され るの であ る。 「記憶式記号法 」 それ自体 も,非 常 に実 践的な
ものであ り,ア ルフ.アベ ッ トを用い るな らば,今 日で もきわめて有用 な分類証 号法 であ るといえ る
であろ う。 ・ 、
つぎに・ テイラーの原価 計算 システムにお ける間接費 の配賦 は,部 門 別配賦 が実 地 されていた こ
とが理解 で き た。 そ して,テ イラーの'「原価 係数」 に よ る間接費 の配賦法 は,A.H.チ ャーチの
,「 科学 的機械 率法」に非常 に近い ものであ らた。 チ ャーチが 「科学 的機 械率法」を提唱 したのは1901
年 であ るが,テ イラーの方法 は,こ れ よ りも数 年早 く.すでにい くつ かの企業 に導入が試 み られてい
たのであ る。
本稿 におい てほ,上 記の点 が萌 らか とな った。 テイラーの原価 計算 システムには,'現代 の原価計
算 理論か らみ るな らば,当 然 の ことなが らい くつかの問題点 を指摘 しうる。 しか し,テ イラーの原
価 計算 システムは,1893年か ら1900年代初頭 あた りま'でにおい て企 業 に実際 に導入 され た もの で
あ る。 テイラーの原価計 算 システムは,当 時の多 くの企 業 におけ る原価 計算 の水準 と比較 した場合,
かな り高い水準 の もの であ った と推測す るこ とがで きる。 そこでわれわ れは,今 後 の課題 と して,
テ イラーの原価 計算 システ ムが,原 価計 算史上,と りわけ その実践史 上において どの ように位 置づ
け られ るべ きか を検討 す る必要が あ る。 この点 についての検討は,他 日を期 したい と考 えてい る。
